
９．保険会社およびその子会社等の状況

（１）主要な業務の状況を示す指標
（単位：億円）

経　 常 　収 　益

経　 常 　利 　益

親会社に帰属する四半期純剰余

四半期包括利益

総　　　資　　　産

ソルベンシー・マージン比率

（２）連結範囲および持分法の適用に関する事項

連結される子会社および子法人等数 ： １８ 社

持分法適用の非連結の子会社および子法人等数 ： ０ 社

持分法適用の関連法人等数 ： ７ 社

期中における重要な子会社等の異動について

詳細は、22ページ「四半期連結財務諸表の作成方針1．」をご参照ください。

（３）四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理の適用 ： 有

 詳細は、23ページ「注記事項（四半期連結貸借対照表関係）2．」をご参照ください。

（４）会計方針の変更・会計上の見積りの変更・修正再表示

①　会計基準等の改正に伴う会計方針の変更 ： 有
　詳細は、23ページ「注記事項（四半期連結貸借対照表関係）1．」をご参照ください。

②　①以外の会計方針の変更 ： 無

③　会計上の見積りの変更 ： 無

④　修正再表示 ： 無

項　　目 ２０２２年度末
２０２３年度第３四半期

連結会計期間末

項　　目
２０２２年度第３四半期

連結累計期間
２０２３年度第３四半期

連結累計期間

41,687 39,343 

1,464 1,571 

487,818 508,551 

1,010.7% 1,004.8%

1,189 1,139 

△8,364 11,384 
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（５）四半期連結貸借対照表
(単位：百万円)

（２０２３年１２月３１日現在）

1,411,205 850,456

90,000 40,000

171,153 162,841

146,733 148,595

39,322,197 41,389,506

5,060,437 5,400,148

914,073 933,145

515,940 543,064

1,455 1,278

191,731 213,722

730,779 931,927

219,115 221,284

13,000 24,286

5,743 5,063

△11,732 △10,125

48,781,836 50,855,195

38,284,928 39,423,380

支 払 備 金 926,059 1,025,792

責 任 準 備 金 37,070,528 38,066,045

社 員 配 当 準 備 金 288,339 331,542

6,866 7,296

39,038 73,653

640,735 640,735

4,919,319 4,487,672

7,709 8,517

1,074,039 1,090,114

36,649 411,225

78,178 77,627

5,743 5,063

45,093,208 46,225,285

100,000 50,000

880,000 930,000

452 452

298,693 210,852

1,279,146 1,191,305

2,169,500 3,127,098

△27,077 △69,317

121,544 124,507

82,896 198,345

61,969 55,947

― 2,024

2,408,833 3,438,605

648 ―

3,688,627 4,629,910

48,781,836 50,855,195

純 資 産 の 部 合 計

負 債 及 び 純 資 産 の 部 合 計

退 職 給 付 に 係 る 調 整 累 計 額

そ の 他 の 包 括 利 益 累 計 額 合 計

非 支 配 株 主 持 分

在外子会社等に係る保険契約準備金評価差額金

繰 延 ヘ ッ ジ 損 益

土 地 再 評 価 差 額 金

為 替 換 算 調 整 勘 定

連 結 剰 余 金

基 金 等 合 計

そ の 他 有 価 証 券 評 価 差 額 金

基 金

基 金 償 却 積 立 金

再 評 価 積 立 金

支 払 承 諾

負 債 の 部 合 計

（ 純 資 産 の 部 ）

価 格 変 動 準 備 金

繰 延 税 金 負 債

再 評 価 に 係 る 繰 延 税 金 負 債

退 職 給 付 に 係 る 負 債

再 保 険 借

社 債

そ の 他 負 債

（ 負 債 の 部 ）

保 険 契 約 準 備 金

代 理 店 借

支 払 承 諾 見 返

貸 倒 引 当 金

資 産 の 部 合 計

そ の 他 資 産

退 職 給 付 に 係 る 資 産

繰 延 税 金 資 産

無 形 固 定 資 産

代 理 店 貸

再 保 険 貸

有 価 証 券

貸 付 金

有 形 固 定 資 産

コ ー ル ロ ー ン

買 入 金 銭 債 権

金 銭 の 信 託

金　　  額 金　  　額

（ 資 産 の 部 ）

現 金 及 び 預 貯 金

２０２２年度末 ２０２３年度
要約連結貸借対照表 第３四半期連結会計期間末

（２０２３年３月３１日現在）
科 目

期 別
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（６）四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書

(単位：百万円)

期　別

　　科　目

4,168,716 3,934,394

2,868,834 2,516,747

1,228,068 1,327,386

( うち 利 息 及 び 配 当 金 等 収 入 ) （ 775,956 ） （ 900,111 ）

( うち 金 銭 の 信 託 運 用 益 ) （ 1,674 ） （ 470 ）

( うち 売 買 目 的 有 価 証 券 運 用 益 ) （ ― ） （ 47 ）

( うち 有 価 証 券 売 却 益 ) （ 269,121 ） （ 223,821 ）

( うち 特 別 勘 定 資 産 運 用 益 ) （ ― ） （ 37,278 ）

71,813 90,261

4,022,220 3,777,196

2,424,557 2,243,235

( うち 保 険 金 ) （ 596,704 ） （ 574,461 ）

( うち 年 金 ) （ 468,000 ） （ 487,205 ）

( うち 給 付 金 ) （ 494,867 ） （ 477,907 ）

( うち 解 約 返 戻 金 ) （ 781,048 ） （ 627,472 ）

408,738 366,853

30,542 ―

378,157 366,820

38 33

630,196 576,357

( うち 支 払 利 息 ) （ 57,441 ） （ 81,773 ）

( うち 有 価 証 券 売 却 損 ) （ 33,006 ） （ 55,847 ）

( うち 有 価 証 券 評 価 損 ) （ 5,927 ） （ 2,448 ）

( うち 特 別 勘 定 資 産 運 用 損 ) （ 31,073 ） （ ― ）

429,982 471,102

128,745 119,648

146,496 157,197

619 ―

138 ―

480 ―

19,257 31,129

2,144 5,462

310 1,570

― 1,109

― 30

― 5,014

15,426 15,963

1,370 1,861

6 116

127,857 126,068

1,898 4,978

7,014 7,149

8,913 12,127

118,944 113,940

27 11

118,916 113,929

子 会 社 及 び 関 連 会 社 清 算 損

資 産 運 用 収 益

資 産 運 用 費 用

そ の 他 経 常 収 益

経 常 費 用

保 険 金 等 支 払 金

責 任 準 備 金 等 繰 入 額

支 払 備 金 繰 入 額

責 任 準 備 金 繰 入 額

社 員 配 当 金 積 立 利 息 繰 入 額

　　（四半期連結損益計算書）

２０２２年度第３四半期連結累計期間 ２０２３年度第３四半期連結累計期間

２０２２年  ４月　１日から ２０２３年  ４月　１日から

２０２２年１２月３１日まで ２０２３年１２月３１日まで

経 常 収 益

保 険 料 等 収 入

金　　額 金　　額

事 業 費

そ の 他 経 常 費 用

経 常 利 益

減 損 損 失

特 別 利 益

固 定 資 産 等 処 分 益

特 別 損 失

固 定 資 産 等 処 分 損

子 会 社 及 び 関 連 会 社 清 算 益

法 人 税 及 び 住 民 税 等

価 格 変 動 準 備 金 繰 入 額

社 会 厚 生 事 業 増 進 助 成 金

子 会 社 及 び 関 連 会 社 整 理 損

子会社株式及び関連会社株式売却損

非 支 配 株 主 に 帰 属 す る 四 半 期 純 剰 余

親 会 社 に 帰 属 す る 四 半 期 純 剰 余

法 人 税 等 調 整 額

法 人 税 等 合 計

四 半 期 純 剰 余

そ の 他 特 別 損 失

税 金 等 調 整 前 四 半 期 純 剰 余
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(単位：百万円)

２０２２年度第３四半期連結累計期間 ２０２３年度第３四半期連結累計期間

期　別 ２０２２年  ４月　１日から  ２０２３年  ４月　１日から

　　科　目 ２０２２年１２月３１日まで  ２０２３年１２月３１日まで

金　  　　額 金　  　　額

118,944　 113,940　

△955,410　 1,024,487　

△1,056,584　 957,985　

△59,004　 △42,047　

462　 ―　

168,276　 100,118　

△6,253　 △6,022　

△2,306　 14,453　

△836,466　 1,138,427　

△836,494　 1,138,416　

27　 11　非 支 配 株 主 に 係 る 四 半 期 包 括 利 益

（四半期連結包括利益計算書）

四 半 期 純 剰 余

そ の 他 の 包 括 利 益

そ の 他 有 価 証 券 評 価 差 額 金

繰 延 ヘ ッ ジ 損 益

土 地 再 評 価 差 額 金

為 替 換 算 調 整 勘 定

退 職 給 付 に 係 る 調 整 額

持 分 法 適 用 会 社 に 対 す る 持 分 相 当 額

四 半 期 包 括 利 益

親 会 社 に 係 る 四 半 期 包 括 利 益
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注記事項 

（四半期連結財務諸表の作成方針） 

１．持分法の適用に関する事項 

（1）持分法の適用範囲の変更 

   第 1 四半期連結会計期間に PT Avrist Assurance 社株式を売却したことにより、同社およびその子会社 2社を

持分法の適用範囲から除外しております。 

（2）変更後の持分法適用の関連法人等数  7 社 

 

2．のれんの償却に関する事項 

米国子会社で計上されたのれんについて、従来は連結上 20 年で定額法により償却しておりましたが、米国子会社

において米国会計基準 FASB Accounting Standards Codification Topic 350「無形資産－のれん及びその他」に基

づき償却処理を選択できることとなったことから、当連結会計年度より 10 年の定額法により償却する方法へ変更し

ております。 

これにより、従来の方法に比べて、当第 3 四半期連結累計期間の経常利益及び税金等調整前四半期純剰余はそれ

ぞれ 8,023 百万円減少しております。 
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注記事項 

（四半期連結貸借対照表関係） 

1．重要な会計方針の変更 

 (1) 一部の連結される海外の保険会社の米国会計基準 FASB Accounting Standards Codification Topic 326「金融

商品-信用損失」の適用 

一部の連結される海外の保険会社において、米国会計基準 FASB Accounting Standards Codification Topic 326

「金融商品-信用損失」を第 1四半期連結会計期間の期首から適用しております。これにより、金融商品の測定方

法を見直し、金融資産について現在予想信用損失モデルによる減損を認識しております。 

当該会計基準は遡及適用され、会計方針の変更の累積的影響額は第 1 四半期連結会計期間の期首の純資産の帳

簿価額に反映されております。 

この結果、第 1 四半期連結会計期間の有価証券の期首残高は 269 百万円減少、貸付金の期首残高は 6,672 百万

円減少、再保険貸の期首残高は 929 百万円減少、繰延税金資産の期首残高は 1,753 百万円増加、その他負債の期

首残高は 414 百万円増加、利益剰余金の期首残高は 6,532 百万円減少しております。 

 (2) 一部の持分法適用の関連法人等の IFRS 第 9 号「金融商品」および IFRS 第 17 号「保険契約」の適用 

一部の持分法適用の関連法人等において、IFRS 第 9 号「金融商品」および IFRS 第 17 号「保険契約」を第 1 四

半期連結会計期間の期首から適用しております。 

当該会計基準は遡及適用され、会計方針の変更の累積的影響額は第 1 四半期連結会計期間の期首の純資産の帳

簿価額に反映されております。 

この結果、第 1四半期連結会計期間の有価証券の期首残高は 4,715 百万円増加、利益剰余金の期首残高は 2,393

百万円増加、その他有価証券評価差額金の期首残高は 1,836 百万円減少、また在外子会社等に係る保険契約準備

金評価差額金の期首残高は 4,157 百万円増加しております。 

 

2．四半期特有の会計処理 

当社の税金費用については、当第 3 四半期連結累計期間を含む会計年度の税引前当期純剰余に対する税効果会

計適用後の実効税率を合理的に見積もり、税引前四半期純剰余に当該見積実効税率を乗じて計算しております。 

なお、当社の法人税等調整額は、法人税及び住民税等に含めて計算しております。 

 

3．当社の責任準備金には、保険業法施行規則第 69 条第 5 項の規定に基づき積み立てた以下のものが含まれておりま

す。 

・ 変額保険契約および 1995 年 9 月 2 日以降に契約締結した一時払養老保険契約を対象として 2014 年度において積

み立てたもの 

・ 1998 年 4 月 2日以降に契約締結した一時払個人年金保険契約を対象として 2017 年度において積み立てたもの 

・ 1999 年 4 月 1日以前に契約締結した個人年金保険契約（上記の一時払個人年金保険契約を除く）を対象として、

予定利率 2.00％を用いて保険料積立金を計算したことにより生じた差額を 2020 年度からの 2 年間にわたって積み

立てたもの 

一部の連結される海外の保険会社の責任準備金は、米国会計基準に基づき算出した額を計上しております。 

 

4. 当社の既発生未報告支払備金 （まだ支払事由の発生の報告を受けていないが保険契約に規定する支払事由が既に

発生したと認める保険金等をいう。以下同じ。）については、新型コロナウイルス感染症と診断され、宿泊施設また

は自宅にて医師等の管理下で療養をされた場合（以下「みなし入院」という。）等に入院給付金等を支払う特別取扱

を 2023 年 5 月 8 日以降終了したことにより、平成 10 年大蔵省告示第 234 号（以下「IBNR 告示」という。）第 1 条

第 1 項本文に基づく計算では適切な水準の額を算出することができないことから、IBNR 告示第 1 条第 1 項ただし書

の規定に基づき、以下の方法により算出した額を計上しております。 

   （計算方法の概要） 

IBNR 告示第 1 条第 1 項本文に掲げる全ての事業年度の既発生未報告支払備金積立所要額及び保険金等の支払額か

ら、みなし入院に係る額を除外した上で、IBNR 告示第 1条第 1項本文と同様の方法により算出しております。 

なお、前連結会計年度末においては、当該みなし入院に係る額の代わりに、重症化リスクの高い方以外のみなし入

院に係る額を除外しておりましたが、当連結会計年度中にみなし入院の入院給付金の取扱いを終了したことにより、

当該みなし入院に係る額を除外して算出する方法に見直しております。 

 

5．社員配当準備金の異動状況は次のとおりであります。 

当連結会計期間期首現在高 288,339 百万円

前連結会計年度連結剰余金よりの繰入額 144,240 百万円

当第 3四半期連結累計期間社員配当金支払額 101,071 百万円

利息による増加等 33 百万円

当第 3四半期連結会計期間末現在高 331,542 百万円
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6. 基金を 50,000 百万円償却したことに伴い、同額の基金償却準備金を保険業法第 56 条の規定による基金償却積立金

へ振り替えております。 

7．消費貸借契約により貸し付けている有価証券（現金担保付債券貸借取引による有価証券を含む）の連結貸借対照表

価額は 4,878,412 百万円、売現先取引により買戻し条件付で売却した有価証券の連結貸借対照表価額は 576,107 百

万円であります。 

8．負債の部の社債は、他の債務よりも債務の履行が後順位である旨の特約が付された劣後特約付社債および外貨建劣

後特約付社債であります。 

 

9．負債の部のその他の負債には、他の債務よりも債務の履行が後順位である旨の特約が付された劣後特約付借入金

271,600 百万円を含んでおります。 

 

 

－ 24 － 明治安田生命保険相互会社



注記事項 

（四半期連結損益計算書関係） 

1．当第 3四半期連結累計期間における減損損失に関する事項は、次のとおりであります。 

（1）資産のグルーピング方法 

当社ならびに一部の連結される子会社および子法人等は、保険事業等の用に供している不動産等については、保

険事業等ごとに 1つの資産グループとしております。また、保険事業等の用に供していない賃貸不動産等および遊

休不動産等については、それぞれの物件ごとに 1つの資産グループとしております。 

（2）減損損失の認識に至った経緯 

一部の資産グループに著しい収益性の低下または時価の下落が見られたことから、帳簿価額を回収可能価額まで

減額し、当該減少額を減損損失として特別損失に計上しております。 

（3）減損損失を認識した資産グループと減損損失計上額の固定資産の種類ごとの内訳 

用 途 
 

件 数 減  損  損  失（百万円） 

  
 

  土 地 建 物 等 
 

計 

賃貸不動産等 
 

1 件 529 855
 

1,384

遊休不動産等 
 

1 件 73 112
 

185

合 計 2 件 602 967 1,570

 

（4）回収可能価額の算定方法 

回収可能価額は、賃貸不動産等については物件により使用価値または正味売却価額を、遊休不動産等については

正味売却価額を適用しております。なお、使用価値については主に見積乖離リスクを反映させた将来キャッシュ・

フローを 1.71％で割り引いて算定しております。また、正味売却価額については不動産鑑定評価基準に基づく鑑

定評価額等から処分費用見込額を差し引いた価額、または公示価格等を基準にした評価額等をもとに算定しており

ます。 

2．当第 3 四半期連結累計期間に係る減価償却費（賃貸用不動産等減価償却費を含む）は 46,971 百万円、のれんの償

却額は 16,046 百万円であります。 
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（７）連結ソルベンシー・マージン比率 

（単位：百万円） 

項   目 ２０２２年度末 

２０２３年度 

第３四半期 

連結会計期間末

ソルベンシー・マージン総額 （Ａ） 7,916,123 9,087,096

 基金等 727,587 650,802

 価格変動準備金 1,074,039 1,090,114

 危険準備金 598,899 741,744

 異常危険準備金 12,746 13,088

 一般貸倒引当金 2,191 2,183

 
（その他有価証券評価差額金（税効果控除前）・繰延ヘッジ損益（税効

果控除前））×９０％（マイナスの場合１００％） 
2,712,315 3,897,086

 土地の含み損益×８５％（マイナスの場合１００％） 530,333 535,650

 未認識数理計算上の差異及び未認識過去勤務費用の合計額 85,764 77,365

 全期チルメル式責任準備金相当額超過額 1,349,528 1,290,536

 負債性資本調達手段等 912,335 912,335

 
全期チルメル式責任準備金相当額超過額及び負債性資本調達手段等の

うち、マージンに算入されない額 
― ―

 控除項目 △164,573 △194,046

 その他 74,955 70,234

リスクの合計額 

64
2

732
2

98
2

5
2
1 )()( RRRRRRRRR   （Ｂ） 

1,566,436 1,808,676

 保険リスク相当額          Ｒ1 187,612 198,013

 一般保険リスク相当額        Ｒ5 1,797 1,792

 巨大災害リスク相当額        Ｒ6 447 630

 第三分野保険の保険リスク相当額   Ｒ8 78,483 78,815

 少額短期保険業者の保険リスク相当額 Ｒ9 ― ―

 予定利率リスク相当額        Ｒ2 116,251 127,462

 最低保証リスク相当額        Ｒ7 6,846 6,180

 資産運用リスク相当額        Ｒ3 1,384,068 1,612,089

 経営管理リスク相当額        Ｒ4 35,510 40,499

ソルベンシー・マージン比率 
        （Ａ） 
     （１／２）×（Ｂ） 

1,010.7% 1,004.8%

（注）  １．２０２２年度末については、保険業法施行規則第８６条の２および第８８条ならびに平成２３年金融庁告示第２３号

の規定に基づいて算出しています。２０２３年度第３四半期連結会計期間末については、これらの規定に準じて

当社が合理的と判断する方法で算出しています。 

２．「最低保証リスク相当額」は、平成２３年金融庁告示第２３号第４条第５項に規定する標準的方式に基づいて算

出しています。 

 

（８）セグメント情報 

２０２３年度第３四半期連結累計期間（２０２３年４月１日から２０２３年１２月３１日まで）において、当社および連結さ

れる子会社および子法人等は、生命保険事業以外に損害保険事業等を営んでいますが、損害保険事業等の全セ

グメントに占める割合が僅少であり、生命保険事業の単一セグメントとみなせるため、セグメント情報の記載を省略し

ています。 

 

 
 

×１００
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